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リベラリズムの５層（M.フリーデン）

• M.フリーデンによれば、リベラリズムは歴史的に５つの層の
蓄積として理解できる。（互いに矛盾する内容を内包）

• ①政治リベラリズム：王権に対する個人の抵抗権や所有権を
守る（ロックの社会契約論）

• ②経済リベラリズム：商業や市場取引、貿易の自由
• ③個人主義リベラリズム：個人の能力を自由に開花させなけ
ればならない（J.S. ミル）

• ④社会リベラリズム：社会は人為や人知で良くすることができ
る。人権を擁護。戦後の福祉国家を準備。

• ⑤寛容リベラリズム：個人の様々なアイデンティティが尊重さ
れなければならない。1960年台以降に登場
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参照：M.フリーデン（2021）『リベラリズムとは何か』、ちくま学芸文庫、
吉田徹（2020）『アフター・リベラル』、講談社現代新書



ネオリベラリズムとは？（フリーデン）

• フリーデン（2021）によれば、ネオリベラリズムは、③と④を破棄
し、②の自由貿易の部分を改めて強調したイデオロギーである
と指摘。

「ネオリベラリズム」と不幸にも名づけられたイデオロギーは、第
三と第四のリベラリズムの用紙を破棄し、第二の用紙の自由貿
易の部分を再び自らの用紙に書きこんだ。これによって、ネオリ
ベラリズムは、リベラリズムの遺産であったところの複雑さや多様
さ、倫理の力といったものとは何ら関係をもたない、非常に痩せ
細ったイデオロギーの束となってしまったのである。（フリーデン
2021: 99）
※リベラリズムについて、異なった理念が書き込まれた5枚の薄紙を重ね合わせた
ものとしてフリーデンは説明。（重なり具合により濃く見えたり、薄く見えたりする）
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リベラリズムの中核的概念

フリーデン（2021）は、歴史を貫くリベラリズム概念の
共有部分を、下記の7つの概念に求める。

(a)自由、(b)合理性、(c)個性、(d) 進歩、(e) 社会性、
(f) 一般的利益、(g) （制限された）権力

ネオリベラリズムは、これらのうち「(a)自由」と「(b)合理性」の
みを強調（しかも市場と関連づけられる部分）を過度に強調し、
他の概念を切り捨てる

自由：行為者を経済的に自己主張する存在と特徴づける

合理性：経済的利益の最大化という面に限定

＝リベラリズム概念の「悪用」とフリーデンは批判
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戦後におけるリベラリズムの推移

• 戦後期における保守と革新双方によるリベラル・コンセンサス（社
民政党が経済政策において「リベラル化」し、保守政党が社会政
策において「リベラル化」すること）

• 政治リベラリズムと経済リベラリズムの両輪が駆動

• やがて、経済リベラリズムの台頭と社会リベラリズムの後退へ
（個人主義リベラリズムと寛容リベラリズムへの重心移動）

• 経済リベラリズムや政治リベラリズムへの批判に結びつく

• 寛容リベラリズムも、個人主義リベラリズムと結びつき、特定の集
団やエスニシティに焦点があてられたため、多数派の一般市民
からの反発を招く。

• 1960-70年代の社会運動も、個人主義リベラリズムと経済リベラリ
ズムが結びつく背景を形成。結果的に、結社なき原子化社会の
なかで経済リベラリズムが徹底されることに（新自由主義）。
（＝サンデル（2024）：能力主義による承認なき格差社会）
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出典：吉田（2020）



新自由主義批判がリベラリズムそのものへの批判に

• 新自由主義がもたらした社会変化は、自営業者や中小企業
に影響を与え、不安定雇用を生み出してきた（高学歴の常勤
職への影響は限定的）。

• グローバル化のメリットは、ホワイトカラー、サービス業、金融
セクターに従事する人々にわたり、能力主義による学歴格差
が所得格差にも直結する世界が拡大

• ブルーカラーや低学歴層は、新自由主義のなかで、見下され
る存在（承認の拒否）となることで、不満を蓄積。

• リベラリズムが主張する、多様性や包摂、グローバル化など
の理念は、移民労働者の増大や移民への普遍的な給付をも
たらし、社会的格差を助長するものとして、移民排斥の感情
に結びつく。

• 新自由主義への批判は、リベラリズムそのもの（特に寛容リ
ベラリズム）への批判へと拡大
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振り子の揺れ戻し？

• 戦後のリベラル・コンセンサス（吉田 2020）から、1990-2000頃
のネオリベラリズムの最盛期、その後の批判の高まりが2010
年代とすると、60～70年ほどかけて形成されてきた思想的基
調が現在（2010～）その揺れ戻しを生じさせつつある？

• この揺れ戻しが行き着くまでには、今後数十年を要する可能
性がある（トランプ以後も持続）。こうした社会経済思想におけ
る基調の変化に耐えうる食料・農業・農村政策を見通す必要
があるのでは？

• ［これまでの常識］ 平和な国際環境、グローバリズム＝善、
国際規律の尊重（国連主義）、安定的な日米関係、多様性の
尊重、能力主義＝公正、金融化/市場化、気候変動対策

• 上記のような常識が通用しなくなるなかで、新たな政策の模
索が必要となっているのではないか？
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政治的対抗の長期的推移（田中 2020）

9出典：田中（2020）図表７－１に一部加筆（赤字、矢印）

ネオリベラリズム

【ポスト新自由主義②】
社会的投資（教育、就労支援）、
最低所得保障、
労働者間の分断克服

【ポスト新自由主義①】
文化的保守、移民排斥
自国民優先の福祉

（ネオリベラリズムの進化）
競争的経済・教育政策、
ガバメントからガバナンスへ、
労働市場の柔軟化

マネタリズムへの転換、
民営化、福祉削減
企業競争力の向上

戦後福祉国家

Roll-back

Roll-out



新自由主義に対抗する３つの経路：
脱グローバル化、脱市場主義、脱商品化
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商品化 脱商品化

市場主導
国際自由貿易、グロー
バル商品、金融化

国家主導 国家貿易、重商主義

混合/市民社会 フェアトレード グローバルコモンズ

市場主導 内需拡大、原産地規制

国家主導 政府系企業

混合/市民社会 地域循環経済 連帯経済、コモンズ

出典：筆者作成

グローバル化

脱グローバル化

再公有化

再公有化、
ムニシパリズム



日本における特徴 （田中 2020）

• 1990年代まで：保革対立が基調（リベラル・コンセンサスは不
成立）。「仕切られた生活保障」（宮本太郎）が機能していた。

－大企業による日本型雇用

－農村や地方への保護的規制

（地方公共事業、大店法規制、農業保護）

－男性稼ぎ主モデル（専業主婦）

－福祉国家よりも福祉社会が志向（公的支出は低水準）

• 1990年代以降：グローバル化と日本型福祉社会の破綻
－地方、中小企業、農業への保護縮小＝地方経済低迷

－公共事業の減少、大店法廃止、市場開放

－非正規雇用増大と雇用の分断、家族の変容、格差社会

－新自由主義（橋本・小泉構造改革）から、ワークフェア競争国家

（第二次安倍政権）へ ［日本ではリベラル政権不成立］ 11



日本の食料・農業・農村政策への含意は？

＜全体＞

• 緊縮政策への反発
• 農業関係者への承認の回復
＜食料＞

• 食品価格が生活リスクに直結
• 食料輸入依存リスクの増大
＜農業・農村＞

• 外国人労働者増大への懸念
• 地域経済軽視への批判
＜農業・食料＞

• WTO体制の弱体化
• グローバル化政策への批判
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デフレ期に広がった格差社会をインフ
レが直撃。食料価格や流通問題が、
消費者の生活不安に直結する時代に

今後さらに外国人労働力への依存が
増大する可能性。少ない生活保障の
奪い合いになると排外主義に結びつ
き、外国人に依存する農業にも批判
の目が向けられる。

WTO体制と日米関係に軸足を置いて
きた貿易関係が不安定化。大国主義
とのバランスをどうとるかが課題

投資を通じて、農業への価値を高め、
農業者の承認を回復することで、外国
人に依存しない農業・農村へ



池上報告へのコメント①：印象

• 基本法改定の内容の点検とポスト新自由主義との関連が多
角的に論じられた。

• 基本法改訂の議論の経過からも、様々な方向性が読み取ら
れ興味深い。都市と地方との連携によるフードセキュリティへ
の対応なども新たな動きとして注目に値する。

• 政策形成過程への市民社会組織の関与は重要であり、ガバ
ナンスの一角を占めるセクターとしてますます重要になると考
えられる。（企業の擬態としてのCSOに要注意）

• ただし、CSOの方向性がリベラルな場合は、現代の政治思潮
の文脈では、広範に支持されにくい懸念もある（ 生活困難
やリスクに根差したものであれば受容性高い）

• フードバンクへの補助の評価は納得できるが、アメリカの
SNAP予算とは比較できない（US農業法支出の2/3がSNAP）
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池上報告へのコメント②：質問

• 安倍政権下で官邸主導農政が問題になったが、こうした農水
省外部の重要なアクターとして、財務省を分析の俎上に据える
必要があるのでは？（「財務省からの予算攻撃」への言及）

• 要するに、財務省が抱く「農業観」や「農政のあるべき姿」を分
析する必要。

• 財務省の影響：政府公共投資の低さ（先進国で最低水準、GDP
の低迷にも影響）、その背景：社会的割引率＝4%に据え置き（
長期国債の利回りと連動） （・・・Roll-back型ネオリベ？）

• （参考） 「『農林水産業を成長産業として位置付けるのであれば、国費に依
存することなく発展する方向を目指すべき』とまで［財務省は］言い切る有り
様である。『財務省栄えて、農民滅ぶ』である。」 （「財務省財政審が農業予
算見直しで議論」、『週刊農林』、2012年11月15日）
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農業総資本形成（投資） 実質（2015年基準）
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政府投資の低迷が農業投資の低迷とも関連している可能性

資料：農林水産省 （中嶋（2024）を参考にして整理）



財務省の視点：友好国からの輸入は問題ない
（国内生産の拡大不要）
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出典：財務省（2024）
https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-
of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia20241111/01.pdf



財務省の視点：補助金だのみで、
自給率を上げるのは問題

17出典：財務省（2024）



基本法制改定の活発化が示すこと（亀岡 2024）

「①民主的正統性のある法の形式で非法的な内容を定めることができる基本法
は、個別法に優位する根拠を備えていないが、「エクスキューズjや予算獲得手
段としては十分に機能し、また結果責任を問われにくいため、結果的に基本法
への依存は高まりやすい（既往研究の理解と同様）。

②未整序な段階での法益の先取りとテリトリー誇示の手段として基本法の道具
性に対するニーズが高まっており、このような用法に対しては、特に不利益を生
じるわけではないことから基本法の対象内部からは批判は生じにくしむしろ基本
法制定は歓迎される（既往研究の指摘の応用）。

③本来、政策が法となれば法からの制約を受けることになるはずであるが、近
年行われている複数の基本法改正からは、情勢変化を事実としてただ受け入
れ、それ以前の法政策を追認するために行われている様子が観察され、ここに
基本法を通じて政策理念を説く意図を見出すことはできず、政策に対する制約
性もますます希薄化している（近年の基本法改正に対する評価）。

④③は①・②の傾向を一層強める。」（亀岡 2024:29）
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亀岡鉱平（2024）「食料・農業・農村基本法の改正：基本法論からの考察」、
『農業法研究』 59: 20-31



磯田報告へのコメント①：印象

• フードレジームの変化とその食生活に与える影響（Neoliberal 
Diet）が広範な資料に基づいて提示された。

• 食料貿易および農業生産における国際分業の変化として、ア
メリカ（食料純輸入国化）、中国（巨大輸入市場）、ブラジルな
どの動きは印象的（世界農業化、特定国への依存集中）

• 新自由主義では、多国籍企業、国際機関の役割が増大する
と共に、経済格差により食生活の格差も拡大

• デフレ期に格差が広がり、インフレが大きなリスクとして家庭
を直撃しているのと同じ構図が、国際貿易面でも現実化する
恐れ。

• 要するに、国際的貿易の安定期に国内農業の空洞化を生じ
させたことが、国際関係の不安定化と共に、日本の食料確保
リスクの形で直撃（70年代の油断！が食料で再現？）
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磯田報告へのコメント②：質問

• 新自由主義で導入されたルール（WTO、FTAなど）がロックイン効
果をもたらした場合（Peck et al. 2010）は、ポスト新自由主義による
抜本的な見直しがどこまで可能か？ とくにグローバリズムのな
かで生まれた多国間システムからの脱却は困難では？（WTOの
一層の形骸化が進展？）

• 世界の農業生産・貿易構造の変化と食生活の変化を比べた場合
、食生活の変化の方が小さいのでは？ 背景には食習慣や流通
構造の影響が考えられ、川上と川下に非対称的な関係が存在す
ると考えられる。フードレジームの変化を食生活が制約していると
いえる？（川上の変化と川下の変化をどう関連づけるか？）

• 政治的には反グローバル化のなかで、食料の実態としてはグロ
ーバル化からの脱却が困難というジレンマの存在。食料輸入に
大きく依存する日本にとって、大国主義が横行する世界でフード
セキュリティをどう確保するか？
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グローバル化と農業へのまなざし

• 日本の政府（特に経産省や財務省）は、自由化（Open）を志
向し、グローバル化をめざしてきたことで、農業分野をClosed
であると批判してきた。

• 国内農業への投資も、1990年代以降は低迷（『OECD政策レビュー

・日本農業のイノベーション』）していたことで、競争力をつけることも
できなかった。

• 手足を縛られながら、貶められるという二重の苦難を国内農
業関係者は味わったのではないか？

• 生産的な仕事に対する正当な評価が得られないままに、こう
した苦難にさらされてきたのが農業分野ではないか？

• 「承認論」の面からも傷つけられてきたといえる（cf. サンデル）
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グローバル化の中で、閉鎖的な人々を侮辱
（サンデル 2023）

• 「キャスの独創的な提案の利点が何であれ、彼の計画で興味深いのは、
軸足をGDPの最大化から、労働の尊厳と社会的一体性につながる労働市
場の創出に移すとどうなるかを考察していることだ。そうすることで、キャ
スはグローバリゼーションの擁護者を痛烈に批判している。彼らは一九九
〇年代以来、最大の政治的分断はもはや左派と右派のあいだにあるの
ではなく、「開放的（オープン）と閉鎖的（クローズド）」のあいだにあると主
張してきた。キャスの的確な指摘によれば、グローバリゼーション論争をこ
のような枠にはめ込むのは、「高技能で大卒の、現代経済の「勝ち組』」を
開かれた精神の持ち主、彼らを批判する者を偏狭な精神の持ち主と決め
つけ、財と資本と人間の国境を越えた自由な移動に疑義を呈するのは頑
迷だと断じることになる。新自由主義的グローバリゼーションを擁護する
ために、取り残された人たちをこれほど見下すやり方は、ほかに思いつか
ない。」 （p.381）
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（参考）



栗山報告へのコメント

• TNFDの動きは、導入初期であり、今後の動向が注目される。
• これまでのSustainability Frameworkの蓄積をより深化させた
動きと理解できる。

• 「企業にとってのリスク（＋チャンス）」にならないような生物多
様性（e.g.見えない生物相）は、評価の対象になるのか？

• TNFDは、今後、生物多様性保全に対する実質的な効果を期
待できるのか？（現状では、CSR的活動が中心）

• 様々なNGOからの批判もあるが、現状は？（例：intrinsic value
への配慮が不足、過去の環境破壊から得た利益をどう反映
するか、生態学者など専門家の参加や評価が不足）

• 基本的に新自由主義的な取り組み（生物多様性の市場化）と
理解できる。ただ、食品産業に関しては、ローカルな産地/地
域資源とのつながり（脱グローバリズム）をより重視する方向
になれば、ポスト新自由主義的な方向にもつながる？
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Source: Senanayake et al. (2024) “Toward More Nature-Positive Outcomes: A 
Review of Corporate Disclosure and Decision Making on Biodiversity” 
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氏家報告へのコメント

• 有機食品や肉代替品などに向かう消費者の分析は興味深い。
こうした消費者層の全体に占める割合は、今後どのような推移
をたどっていくか？（縮小する可能性。所得効果/世代効果？）

• 「食味・生態系重視層」に関して、「食味に対しても非常に敏感で
ある」ということの含意は？ なぜ、「食味」と「生態系」が結びつ
くのか？

• 「協調的行動には応報性が存在」、「身近な人達の幸せを重視
する意識が強い人は，他者による非協調行動による影響を受け
にくい」という指摘は興味深い（＝個人主義リベラリズムの逆機能）

• ボウルズ（2024）の指摘［次頁］も考慮すると、これらのことが示
しているのは、新自由主義が焦点を当ててきた狭い人間観（＝
経済的インセンティブにのみ反応する人間）は、政策実施にとっ
て適切でもなく、望ましくも無かったということではないか？
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インセンティブと市民的徳との相互作用を
考慮した政策の必要性（S.ボウルズ）

• これまでの経済学者は、インセンティブの提供と市民的徳と
が相互に無関係であると前提してきた（ボウルズ 2024: 48）

• しかし、実際には、不適切なインセンティブの導入は、市民的
徳を弱める（クラウディングアウト）可能性があることが実験的
に確かめられてきた。

• 例：保育園の迎え時間への遅刻に罰金を科すことで、かえっ
て遅刻件数が増大

• 政策を検討する場合、「倫理的関心と他者考慮的な関心がと
もに発展でき、相乗的に社会的な成果を増進できる条件」（
p.52）を模索するべき。

• インセンティブだけで人々は動かないばかりか、かえって市民
性を長期的に損なう場合があるという指摘。
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政策とインセンティブ

• これまでの政策は、生産者の道徳心や社会的承認に悪影響
を与えた例に満ちているのではないだろうか。（生産調整政
策、貿易自由化政策など）

• 経済的に適切に報いられることも重要であるが、承認の面も
無視できない。これまでは、そのどちらも貶められていた。

• こうした点を踏まえて、ポスト新自由主義の食料・農業・農村
政策のあるべき姿、に関して考察を深める必要がある

• 例えば、長期主義の重要性、孫や将来世代のためにひと肌
脱ぐ、という観点を盛り込むことの重要性、など。

• （単なるインセンティブ設計を超えて）市民性の涵養や地域社
会の維持などに関わる様々な契機を含む農業を醸成する政
策を提案していくのが、農業経済研究者の使命になるのでは
ないか。
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要するに（まとめ）

• ポスト新自由主義の成否は、「地域資源（コモンズ）」や「市民性」
を維持・醸成する方策を見出し、そうした政策を実施できるか、
にかかっているのでは？

• 新自由主義的な視野狭窄から脱し、重層的存在に常に留意した
政策を進めるべき

28
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